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市長あいさつ 

 

津久見市地域福祉計画は、平成２０年度に第１期を 

策定し、数年ごとに見直しながら施策を推進しており、 

今回で第４期（２０２４年度から２０２９年度）とな 

ります。 

前計画では、「健やかな暮らしを支え合う思いやりの 

まち」を基本理念に、住民相互の「支え合い」や「思 

いやり」の地域づくりをさらに促進するため、積極的 

な事業展開に取り組んでまいりました。 

本市は、令和元年度に「つながろうの T」と「つくみの T」をイメージに「つくみ

TTプロジェクト」を立ち上げ、住み慣れた津久見で人とひと、人と地域、みんながつ

ながり、支え合う地域共生社会の実現や、災害が発生した場合でも命を失うことが無

いように、地域の防災力向上支援にも取り組んでまいりました。 

また、「高齢分野」「障がい分野」「子ども分野」「生活困窮分野」に、新たな機能「多

機関協働事業」「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」「参加支援事業」が加わり、

これらを一体化した「重層的支援体制整備事業」を令和３年度から実施し、市内の全

ての困っている方を支援していけるよう取り組んでいます。 

今回の計画においても、「健やかな暮らしを支え合う思いやりのまち」を基本理念と

し、「自助」「互助」「共助」「公助」の連携により、一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域をともに創っていく地域共生社会の実現へ積極的に取り組んでまいります。 

結びに、本計画の策定に当たり、アンケート調査等にご協力いただきました市民の

皆様や関係団体の方々をはじめ、貴重なご意見やご提言をいただきました津久見市地

域福祉計画策定委員会の委員の皆様に、心から御礼申し上げますとともに、今後の地

域福祉の推進につきましても、ご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

令和６年３月 
 

津久見市長 石 川 正 史 
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第１章 計画の策定にあたって 
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制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様

な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮

らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を指しています。 

 

地域共生社会とは 

 

１ 策定の趣旨と背景 

これまでの福祉分野における取り組みは、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などといった分野

ごとに分けられた制度の中での支援（いわゆる「縦割りによる支援」）が中心となって進められてきま

した。 

しかし近年では、少子高齢化や核家族化の進行、価値観やライフスタイルの多様化などにより、こ

れまで地域社会が果たしてきた支え合いや助け合いの機能が低下してきており、従来の縦割りによる

支援だけでは対応しきれない制度の狭間にある問題の顕在化や、生活課題の多様化・複雑化が社会問

題となっています。 

こうした状況の中で、国では地域福祉の推進に向けて、誰もが役割をもち、支援の「支え手」「受け

手」という関係を超えて活躍できる社会、すなわち「地域共生社会」の実現を目指しています。 

津久見市においては、こうした社会情勢に対応する必要性が生じていることを踏まえ、令和５年度

で計画期間が終了する「第３期津久見市地域福祉計画」を改定し、すべての住民が人と人とのつなが

りを大切にし、互いに助けたり助けられたりして支え合う関係をつくり、地域のだれもが心豊かに生

活できる地域共生社会の実現を目指して、新たに「第４期津久見市地域福祉計画」を策定するもので

す。 
 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「地域共生社会のポータルサイト」  
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■地域福祉の推進 

◆社会福祉法＜第 4条＞より抜粋◆ 

 

■市町村地域福祉計画 

◆社会福祉法＜第 107 条＞より抜粋

◆ 

 

２ 法的根拠 

本計画は社会福祉法第 107 条を法的根拠として策定するものであり、高齢者、障がいのある人・

障がいのある児童、子ども等を対象とする福祉事業における分野別計画の上位計画である地域福祉計

画として位置づけるものです。 

また、本計画の目的である地域共生社会を実現するためには同法第 106 条の３に規定されている

包括的な支援体制の整備が必要であり、同法第 106 条の４に規定されている重層的支援体制整備事

業について一体的に実施するものです。 

なお、本計画は「地方再犯防止推進計画」を一体的に策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市

町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。  

１ 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組

むべき事項  

２ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項  

３ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項  

４ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項  

５ 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は、相

互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営

み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように、地域福祉

の推進に努めなければならない。 
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■包括的な支援体制の整備 

◆社会福祉法＜第 106条の３＞より抜粋

◆ 

 

■重層的支援体制整備事業 
◆社会福祉法＜第 106条の 4＞より抜粋 

■地方再犯防止推進計画 

◆再犯防止推進法＜第８条第１項＞

◆ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等※１及び支援関係機関
※２による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支

援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。  

１ 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等が相 

互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等

が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策  

２ 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提供

及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備

に関する施策  

３ 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の

支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資す

る支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 

※１ 地域住民等：社会福祉法において、「地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う

者」と定義される。  

※２ 支援関係機関：社会福祉法において、「地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関」と定義される。 

 

市町村において、既存の相談支援や地域づくり支援の取り組みを活かし、子ども・障がい・高

齢・生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれないような“地域住民の複雑化・複合化

した支援ニーズ”に対応する包括的な支援体制を構築するため、「属性を問わない相談支援」、「参

加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施するものです。 

 

都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村における再犯

の防止等に関する施策の推進に関する計画（「地方再犯防止推進計画」という。）を定めるよう努

めなければならない。 
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３ 地域福祉とは 

（１）地域福祉のイメージ 

地域福祉とは、高齢者、障がいのある人、子どもを含め、誰であっても「住み慣れた地域で自

分らしく幸せに暮らしたい」という願いを実現するために重要なものです。 

地域福祉計画では、制度や分野ごとの「縦割り」や支え手・受け手という関係を越えて、地域

の皆様や地域の多様な主体が地域福祉活動に「我が事」として参画し、世代や分野を越えて「丸

ごと」つながることで、市民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともにつくる社会（共生社

会）の実現を目指していきます。 

 

図 地域福祉が目指す共生社会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 30 年版厚生労働白書 
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（２）「自助」「互助」「共助」「公助」で進める地域福祉 

地域には、高齢者、障がいのある人、子育て

や介護で悩んでいる人など様々な人が生活し、

多くの悩みや課題を抱えています。 

このような多種多様な生活課題に対し、自分

自身や家族、隣近所の手助け、地域での支え合

い、行政等が行う公的支援や福祉サービスで解

決する仕組みづくりが地域福祉計画に求められ

ています。 

 

 

 

（３）包括的支援と多様な参加・協働の推進 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、地域

や一人ひとりの人生の多様性を前提とし、人と人、人と社会がつながり支え合う関係性が生まれ

やすいような環境を整える新たなアプローチが求められています。 

国では、各市町村の地域住民が抱える複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援

体制を構築するため、「断らない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実

施する重層的支援体制整備事業が創設されています。 

 

図 重層的支援体制整備事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:厚生労働省「社会福祉法の改正趣旨・改正概要」 
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４ 地域福祉を推進するための圏域 

地域福祉の推進にあたっては、隣近所における日常的な助け合いも、市内全域で取り組む施策も欠

かせないものです。 

隣近所、自治会、日常生活圏域や市内全域などの重層的な圏域の中で、課題の大きさや複雑さ、事

業の内容や効果、利用者の利便性などを考慮し、適切な単位で事業を展開します。 

 

「地域」の定義としては次の４項目が挙げられます。 

１ 地域に関する課題の把握が容易にできること 

２ 住民間において、課題に対して関心を共有しやすいこと 

３ 生活に身近なところでのサービスが利用でき、利用者にも安心を保障できること 

４ 住民による地域福祉活動が具体的に展開しやすいこと 

 

この「地域」の定義に基づき本市の特性に鑑み、本計画では具体的に６地区を地域における支え合

い活動の体制や地域活動の拠点づくりやネットワークづくりなどの地域福祉活動の方針を示します。 

 

６地区（千怒地区、津久見地区、青江地区、堅徳・長目地区、日代・四浦地区、保戸島・無垢島地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

個人・家庭 

行政区 

顔見知り・隣近所 

地域福祉計画の圏域（6地区） 

小学校区 

PTA活動 

市全体 

行政・社会福祉協議会・議会 
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５ 計画の位置づけ 

本計画は、津久見市総合計画の下位計画として位置付けられ、津久見市高齢者福祉計画及び介護保

険事業計画、津久見市障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画、津久見市子ども・子育て

支援事業計画、津久見市健康づくり計画、食育推進計画及び自殺対策計画の上位計画として、総合的

な福祉計画の役割を担います。 

また、津久見市地域防災計画とも連携した計画とします。 

社会福祉法第 107 条に基づく「市町村地域福祉計画」として位置づけるとともに、社会福祉法第

108条に基づき大分県が策定する「大分県地域福祉基本計画」及び津久見市社会福祉協議会が策定す

る「地域福祉活動計画」と連携が図られる計画とします。 

 

図 津久見市地域福祉計画の位置付け 
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持続可能な開発目標(SDGs）の採択  

「持続可能な開発目標（SDGs）」とは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性の

ある社会の実現に向けた、令和 12年（２０３０年）を年限とする国際目標です。平成 27年の

国連サミットで採択され、日本においても「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」やアクシ

ョンプランが定められるなど積極的に取り組みが進められています。 

こうした動きを踏まえて、本市の各種計画は SDGsの考え方を盛り込んだ計画となっており、

本計画においてもこの視点を取り入れることで、本市における SDGs のさらなる推進につなげ

ていきます。 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の詳細 
 

 

目標１[貧困] 
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終

わらせる 

 

 

目標２[飢餓] 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄

養の改善を実現し、持続可能な農業を

促進する 

 

目標３[保健] 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的

な生活を確保し、福祉を促進する 

 

 

目標４[教育] 
すべての人に包摂的かつ公正な質の高

い教育を確保し、生涯学習の機会を促

進する 

 

目標５[ジェンダー] 
ジェンダー平等を達成し、すべての女

性及び女児のエンパワーメントを行う 

 

 

目標６[水・衛生] 
すべての人々の水と衛生の利用可能性

と持続可能な管理を確保する 

 

目標７[エネルギー] 
すべての人々の、安価かつ信頼できる

持続可能な近代的なエネルギーへのア

クセスを確保する 

 

 

目標８[経済成長と雇用] 
包摂的かつ持続可能な経済成長及びす

べての人々の完全かつ生産的な雇用と

働きがいのある人間らしい雇用（ディ

ーセント・ワーク）を促進する 

 

目標９[インフラ、産業化、イ
ノベーション] 
強靭（レジリエント）なインフラ構

築、包摂的かつ持続可能な産業化の促

進及びイノベーションの推進を図る 

 

 

目標１０[不平等] 
国内及び各国家間の不平等を是正する 

 

目標１１[持続可能な都市] 
包摂的で安全かつ強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都市及び人間居住を

実現する 

 

 

目標１２[持続可能な消費と生
産] 
持続可能な消費生産形態を確保する 

 

目標１３[気候変動] 
気候変動及びその影響を軽減するため

の緊急対策を講じる 

 

 

目標１４[海洋資源] 
持続可能な開発のために、海洋・海洋

資源を保全し、持続可能な形で利用す

る 

 

目標１５[陸上資源] 
陸域生態系の保護、回復、持続可能な

利用の推進、持続可能な森林の経営、

砂漠化への対処ならびに土地の劣化の

阻止・回復及び生物多様性の損失を阻

止する 

 

 

目標１６[平和] 
持続可能な開発のための平和で包摂的

な社会を促進し、すべての人々に司法

へのアクセスを提供し、あらゆるレベ

ルにおいて効果的で説明責任のある包

摂的な制度を構築する 

 

目標１７[実施手段] 
持続可能な開発のための実施手段を強

化し、グローバル・パートナーシップ

を活性化する 

 

 

 

 
出典：パンフレット「持続可能な開発目標（SDGs）と日本の取組」（外務省）

（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf）  
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６ 計画期間 

本計画の期間は、令和６年度から令和 11年度までの６年間とします。 

この期間に社会情勢や市の状況、関係法制度などに著しい変化があった場合は令和８年度に必要に

応じて中間見直しを行います。 

 

図 計画期間 

 令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
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９年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

地域福祉計画 

     

 

 

   

総合計画 

        

高齢者保健福祉計画 

介護保険事業計画 

        

障がい者計画 
 

障がい福祉計画 

障がい児福祉計画 

        

子ども・子育て 

支援事業計画 

        

健康づくり計画 

食育推進計画 

自殺対策計画 

  次期 

 
     

 

  

第４期計画 

第５次後期 

第９期 第８期 

第２期 

第２期後期 第３期前期 

第６次前期 

第１０期 

第３期計画 

第３期 

第７期 
第３期 

第８期 
第４期 

第６期 
第２期 

第４次 第３次 

第２期 第３期前期 

第１期 第２期前期 



- 10 - 

７ 策定体系 

（１）策定体制 

本計画を策定するに当たり、地域福祉推進に係る幅広い分野からの意見を踏まえ、検討を行う

ために、市民代表及び地域福祉に関わる関係団体代表や庁内関係課長等で構成する「策定委員会」

を設置し、計画原案の検討等を行いました。 

 

（２）住民参画 

住民参画の機会として、市民アンケートを実施しました。また、パブリックコメントを実施し、

地域福祉に対する市民の想いを計画に反映しました。 

 

①各種意識調査 

第４期津久見市地域福祉計画の資料として、アンケート調査を実施しました。 
 

◆地域福祉等に関するアンケート調査 

調査対象者：18歳以上の住民 1,500人 

調査時期：令和５年 10月～11月 

調査方法：郵送による配布・回収 もしくはWebによる調査 

有効回収票数：829件（郵送回収：728件、Web回答数：101件）  

有効回収率 55.3% 
 

◆津久見市福祉に関するアンケート調査 

調査対象者：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳等所持者 

500人 

調査時期：令和５年 10月～11月 

調査方法：郵送による配布・回収 

有効回収票数：267件 

有効回収率：53.4％ 

 

②パブリックコメントの実施 

令和６年３月８日から３月２１日までの期間に、広く住民の意見を集約し、本計画の内容に

反映させることを目的として、中間素案を公表し、意見や要望などを募集するパブリックコメ

ントを実施しました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 地域福祉をめぐる市の現状と課題 
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１ 統計からみる本市の現状 

（１）年齢３区分人口の推移 

平成 31年以降の本市の総人口は減少傾向で推移しています。 

年齢３区分別でみると、０～14歳人口、15～64歳人口、65歳以上人口のいずれも年々減少

していますが、特に 15～64歳人口が大きく減少しており、高齢化率（総人口に対する 65歳以

上人口割合）は年々上昇しています。令和５年の高齢化率は 46.2％となっており、今後も上昇す

ることが予想されます。 

図表 年齢３区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：津久見市住民基本台帳（各年３月末現在）  ※（ ）は総人口に対する各人口の割合 

（２）男女別年齢階級別人口 

本市の男女別年齢階級別人口をみると、「70～74歳」が最も多く、次いで「75～79歳」とな

っています。 

図表 男女別年齢階級別人口(令和５年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：津久見市住民基本台帳（令和５年３月末）  
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（３）家族形態 

本市の令和 2年国勢調査における高齢単身世帯数の割合は 20.5％となっており、大分県や全

国と比較すると高い割合になっています。 

 

図表 世帯数及び割合の推移 

 

資料：総務省「国勢調査」 

図表 高齢単身世帯数割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：総務省「国勢調査」 

 

  

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年
一般世帯数（世帯） 8552世帯 8381世帯 7963世帯 7501世帯 6971世帯
高齢者を含む世帯数（世帯） 4110世帯 4254世帯 4382世帯 4526世帯 4562世帯
高齢単身世帯数（世帯） 932世帯 1052世帯 1195世帯 1323世帯 1429世帯
高齢夫婦世帯数（世帯） 899世帯 1101世帯 1125世帯 1246世帯 1286世帯
高齢者を含む世帯数の割合（％） 48.1% 50.8% 55.0% 60.3% 65.4%
高齢単身世帯数の割合（％） 10.9% 12.6% 15.0% 17.6% 20.5%
高齢夫婦世帯数の割合（％） 10.5% 13.1% 14.1% 16.6% 18.4%
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（４）高齢者の状況 

本市の 65歳以上の要介護等認定者数（要支援又は要介護認定を受けている方の合計数）は、

令和 5年 3月末現在 1,280人となっており、要介護等認定率（第 1号被保険者数に占める要介

護等認定数の割合）は 17.5％となっています。 

図表 要介護等認定者数(65 歳以上)及び要介護等認定率の推移 

 

 資料：介護保険事業状況報告 各年3月末 

 

  

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（各年３月末現在）  

（５）障がい者の状況 

①身体障害者手帳所持者数 

身体障害者手帳の所持者数は、令和 5 年 3 月末現在で 1,203 人となっており、年々減少傾

向にあります。 

図表 身体障害者手帳所持者数の推移 

 

資料：津久見市（各年３月末現在）  ※（ ）は総人口に対する各身体障害者手帳所持者数の割合 

  

9（0.05%） 10（0.06%） 10（0.06%） 11（0.07%）

12
（0.08%）

218
（1.3%）

181
（1.1%）

183
（1.1%）

177
（1.1%）

172
（1.1%）

1,136
（6.5%）

1,109
（6.5%）

1,093
（6.6%）

1,048
（6.5%）

1,019
（6.5%）

1,363（7.9%）
1,300（7.7%） 1,286（7.8%）

1,236（7.7%） 1,203（7.7%）

0

500

1,000

1,500

平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

（人） 18歳未満 18歳以上65歳未満 65歳以上

1,330 1,351
1,286 1,302 1,272 1,280

17.6 17.8
17.0 17.3 17.1 17.5

0

5

10

15

20

0

500

1,000

1,500

平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

（％）（人） 認定者数 認定率



 

- 14 - 

②療育手帳所持者数 

療育手帳の所持者数は、令和 5年 3月末現在 214人で、平成 31年 3月末に比べ 16人の増

加となっています。 

図表 療育手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：津久見市（各年３月末現在）  ※（ ）は総人口に対する各療育手帳所持者数の割合 

 

③精神障害者保健福祉手帳所持者数 

精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、令和３年度から増加傾向にあり、令和 5年 3月末は

127人となっています。 

精神障害者保健福祉手帳の所持者の内訳をみると、各年度とも２級の所持者数が最も多くな

っています。 

図表 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

資料：津久見市（各年３月末現在）  ※（ ）は総人口に対する各精神障害者保健福祉手帳所持者数の割合 
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（６）児童扶養手当受給者数の状況 

本市の児童扶養手当受給者数は、減少傾向にあります。令和 5年 3月末現在は 91人で、平

成 30年に比べて 26人減少しています。 

図表 児童扶養手当受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：津久見市（各年３月末現在） 

（７）生活保護世帯数・保護率の状況 

本市の生活保護世帯数は、減少傾向で推移し、令和 5年 3月末現在 152世帯となってい

ます。 

また、全世帯における被保護世帯の割合（保護率）は 1.24％となっており、大分県平均

の 1.67％を下回っています。 

図表 生活保護世帯数、保護率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：津久見市（各年３月末現在） 
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２ 意識調査等からみえる現状 

（１）住民意識調査 

①地域との付き合いの程度 

地域との付き合いの程度について、全体では「付き合いはあるが、それほど親しくない」が

45.6％、「わりと親しく付き合っている」が 36.1％、「ほとんどもしくは全く付き合っていな

い」が 15.0％となっています。 

年齢別でみると、年齢が上がるにつれ、近所づきあいがあることがわかります。 

地区別でみると、他地区と比較し、千怒地区、津久見地区、青江地区で近所づきあいが少な

いことがわかります。 

図表 地域との付き合いの程度(年齢別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 地域との付き合いの程度(地区別） 
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②近所付き合いの満足度 

近所付き合いの満足度について、全体では「まあまあ満足している」が 51.7％、「どちらと

もいえない」が 23.9％となっています。 

年齢別でみると、年齢が上がるにつれ近所付き合いの満足度も上がっています。 

一方、地区別でみると、近所付き合いの満足度は、近所付き合いの程度と比較して大きな差

異は見られません。 

 

図表 近所付き合いの満足度（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 近所付き合いの満足度（地区別） 
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53.2 

54.2 

8.7 

10.5 

9.3 

12.3 

3.0 

5.2 

2.3 

7.9 

1.9 

1.6 

1.3 

23.9 

23.7 

25.2 

25.1 

17.8 

24.7 

16.7 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

かなり満足している まあまあ満足している あまり満足していない

全く満足していない どちらともいえない 無回答

(％)
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③地域の行事や活動等の参加について 

地域の行事や活動等の参加について、全体では「できるだけ参加している」が 45.6％、「ほ

とんど参加していない」が 29.7％、「参加していない」が 15.0％となっています。 

地区別でみると、参加している（「積極的に参加している」＋「できるだけ参加している」）

の割合は保戸島・無垢島地区や日代・四浦地区の離島・半島部が高く、参加していない（「ほと

んど参加していない」＋「参加していない」）の割合は千怒地区や津久見地区など市中心部とな

っています。 

図表 地域の行事や活動等の参加状況（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④地域への愛着度 

地域への愛着度について、全体では「とても感じている」が 37.0％、「少し感じている」が

32.3％、「どちらともいえない」が 21.8％となっています。 

地区別でみると、愛着を感じている割合（「とても感じている」＋「少し感じている」）は保

戸島・無垢島地区が最も高くなっています。 

図表 地域への愛着度（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.3 

7.0 

5.4 

12.8 

14.9 

11.7 

12.5 

45.6 

42.1 

35.8 

45.5 

59.4 

67.5 

70.8 

29.7 

36.8 

39.0 

26.2 

19.8 

11.7 

8.3 

15.0 

13.2 

19.5 

15.5 

5.9 

9.1 

8.3 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

積極的に参加している できるだけ参加している ほとんど参加していない

参加していない 無回答

(％)

37.0 

23.7 

38.3 

38.0 

43.6 

41.6 

50.0 

32.3 

39.5 

33.9 

28.3 

27.7 

29.9 

37.5 

21.8 

28.9 

20.1 

23.5 

18.8 

22.1 

8.3 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

とても感じている 少し感じている どちらともいえない 全く感じていない わからない 無回答

(％)
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⑤津久見市は、子どもや高齢者、障がい者などにとって暮らしやすいまちか 

津久見市が、子どもや高齢者、障がい者などにとって暮らしやすいまちかについて、全体で

は「どちらかといえば暮らしやすい」が 27.9％、「どちらかといえば暮らしにくい」が 25.3％、

「わからない」が 24.4％となっています。 

年齢別でみると、18～64歳までは、暮らしやすい（「暮らしやすい」＋「どちらかといえば

暮らしやすい」）の割合は、暮らしにくい（「どちらかといえば暮らしにくい」＋「暮らしにく

い」）の割合より低いものの、65歳以上では、暮らしやすい（「暮らしやすい」＋「どちらかと

いえば暮らしやすい」）が暮らしにくい（「どちらかといえば暮らしにくい」＋「暮らしにくい」）

を上回っています。 

地区別でみると、「どちらかといえば暮らしやすい」は千怒地区が最も高くなっています。 

 

図表 まちの暮らしやすさ（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 まちの暮らしやすさ（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.6 

5.7 

3.4 

8.9 

27.9 

20.0 

23.1 

32.5 

25.3 

27.1 

29.9 

22.4 

14.4 

24.3 

19.4 

9.8 

24.4 

21.4 

23.8 

25.1 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

暮らしやすい どちらかといえば暮らしやすい どちらかといえば暮らしにくい

暮らしにくい わからない その他

無回答

(％)

6.6 

6.1 

5.1 

7.0 

5.0 

14.3 

12.5 

27.9 

31.6 

28.4 

27.8 

29.7 

23.4 

25.0 

25.3 

17.5 

27.5 

27.3 

29.7 

22.1 

16.7 

14.4 

21.1 

14.7 

12.8 

14.9 

7.8 

12.5 

24.4 

22.8 

23.6 

24.1 

19.8 

29.9 

33.3 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

暮らしやすい どちらかといえば暮らしやすい どちらかといえば暮らしにくい

暮らしにくい わからない その他

無回答

(％)
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⑥これからの津久見市の福祉は何を重点にするべきだと思いますか 

津久見市が重点を置くべき福祉施策について、「高齢者や障がい者が在宅生活を続けられな

くなった時に入所できる施設の整備」が最も高く、次いで「高齢者や障がい者が安心して在宅

生活を続けられるサービス提供体制の整備」、「認知症や知的・精神障がい等により判断能力が

不十分な人への日常生活支援の充実」となっています。 

図表 津久見市が重点を置くべき福祉施策 

 

 

 

 

 

 

  

68.2 

44.0 

39.6 

35.5 

30.6 

23.9 

21.7 

21.4 

17.0 

12.4 

12.4 

12.3 

6.9 

0.7 

2.4 

4.5 

0 20 40 60 80 100

高齢者や障がい者が在宅生活を続けられなく

なった時に入所できる施設の整備

高齢者や障がい者が安心して在宅生活を続けら

れるサービス提供体制の整備

認知症や知的・精神障がい等により判断能力が

不十分な人への日常生活支援の充実

身近なところでの相談窓口の充実

福祉サービスに関する情報提供や案内の充実

子育てを支援するためのしくみづくり

いじめや虐待を防止するためのしくみづくり

利用者のニーズに対応したサービスメニューの

多様化

人権が尊重され、人と人とのつながりを大切にす

るためのしくみづくり

福祉教育の充実

ボランティアの育成と活動の促進

自治会などを基盤とした地域の支え合いのしくみ

の再構築

利用者の苦情解決のしくみづくり

その他

特にない

無回答
全体(n=829)

(％)
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（２）民生委員・児童委員、主任児童委員調査 

①民生委員・児童委員、主任児童委員の活動の中で、現在困っていること 

活動の中で現在困っていることについて、「民生委員・児童委員のメンバーが高齢化してきて

いる」と回答した割合が最も高く、次いで「支援を必要とする人などの情報が得にくい」、「民

生委員・児童委員が仕事で忙しく、活動が思うようにできない」、「支援を必要とする人の要求、

希望に応えられない場合がある」、「市民に情報提供する場や機会が少ない」となっています。 

 

図表 活動の中で、現在困っていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.0 

6.3 

12.5 

0.0 

75.0 

25.0 

18.8 

31.3 

18.8 

6.3 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

18.8 

6.3 

12.5 

31.3 

37.5 

31.3 

6.3 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

地域の付き合いが薄くなっている

家族の理解がない

民生委員・児童委員のメンバーが定着しない

民生委員・児童委員のメンバーに世代・男女のかたよりがある

民生委員・児童委員のメンバーが高齢化してきている

若い人が興味を持ちやすい活動ができていない

若い人が参加しやすい活動ができていない

民生委員・児童委員が仕事等で忙しく、活動が思うようにできない

リーダー育成が難しい

行政からの依頼が多く、自発的な活動が思うようにできない

他のグループや団体と交流する機会が少ない

行政の理解や支援が足りない

社会福祉協議会の理解や支援が足りない

会議や活動の場所の確保に苦労する

活動資金が足りない

活動に必要な情報や専門知識が不足している

活動が平常化しており、新たな活動や取り組みができない

支援を必要とする人の要求、希望に応えられない場合がある

支援を必要とする人などの情報が得にくい

市民に情報提供する場や機会が少ない

外部からの問い合わせや相談をいつでも受ける体制がない

その他

特にない
全体（n=16）

（％）



 

- 22 - 

②地域福祉活動を推進していくうえで、津久見市に期待することは何ですか 

津久見市に期待することについて、「住民に向けた地域福祉活動の啓発」と回答した割合が最

も高くなっています。次いで「活動上の相談体制の充実」、「情報収集・発信への支援」となっ

ています。 

 

図表 地域福祉活動を推進していくうえで津久見市に期待すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域の中で特に支援が必要と思われる方について 

地域の中で支援が必要と思われる方について、「ひとり暮らしの高齢者」と回答した割合が最

も高く、次いで「高齢者のみの世帯」、「認知症の方」、「高齢者や障がい者を介護している方」

となっています。 

図表 地域の中で特に支援が必要と思われる方について 

 

 

 

 

 

  

6.3 

18.8 

12.5 

37.5 

18.8 

25.0 

37.5 

50.0 

18.8 

31.3 

25.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

活動場所の確保

活動資金の援助

活動に必要な備品の貸出し

活動上の相談体制の充実

福祉関係情報・制度の提供

各機関や団体等との連絡調整

情報収集・発信への支援

住民に向けた地域福祉活動の啓発

地域での福祉学習活動への支援

研修制度など人材育成の支援

各機関や団体等との交流機会の充実

その他

特にない 全体（n=16）

（％）

87.5 

50.0 

37.5 

43.8 

0.0 

12.5 

43.8 

37.5 

18.8 

0.0 

0 20 40 60 80 100

ひとり暮らしの高齢者

高齢者のみの世帯

障がい者

認知症の方

ひとり親家庭

子育て中の世帯

高齢者や障がい者を介護している方

不登校、ひきこもりの方

生活困窮者

その他 全体（n=16）

（％）
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④誰もが安心して暮らしていくために、地域で特に重要なこと 

誰もが安心して暮らしていくために、地域で特に重要だと思うことについて「見守りや安否

確認」と回答した割合が最も高くなっています。次いで「生きがいづくり・社会参加の促進」

となっており、高齢者に関する項目が重要視されています。 

図表 地域の中で特に支援が必要と思われる方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75.0 

31.3 

12.5 

6.3 

6.3 

25.0 

6.3 

18.8 

31.3 

50.0 

0.0 

12.5 

0.0 

25.0 

6.3 

31.3 

6.3 

0.0 

6.3 

25.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

見守りや安否確認

ボランティア・地域活動の充実

福祉教育の充実

福祉サービスの情報提供の充実

子育て支援の充実

高齢者支援の充実

障がい者への支援の充実

医療の充実

健康づくりや介護予防の充実

生きがいづくり・社会参加の促進

生涯学習や生涯スポーツの充実

防災・防犯体制の充実

道路や施設のバリアフリー化の推進

相談体制の充実

災害時の避難誘導・助け合い

地域活動やボランティア活動に取り組む人材の育成

福祉サービス利用者の苦情や相談の解決の仕組み

福祉サービスの質を評価するための仕組み

判断能力に支障がある人への日常生活支援の充実

福祉施設の整備

その他 全体（n=16）

（％）
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３ 現状からみえる課題 

課題１ 人口減少・少子高齢化における人づくりの必要性 
本市の総人口は、減少傾向で推移しています。本市の男女別年齢階級別人口をみると、「70～74

歳」が最多年齢帯となっており、今後人口減少の中、高齢化が加速的に推移すると考えられます。 

人口減少・少子高齢化の社会にあって、地域福祉の推進における担い手の育成・確保は喫緊の課

題であり、多様な人材の確保に取り組む必要があります。 

 

課題２ 支え合いの必要性 
地域における支え合いは、地域共生社会を実現していくうえで大変重要となります。 

近所づきあいについて、意識調査結果より、年齢が上がるにつれ近所づきあいがある一方、18～

39歳では「ほとんど若しくは全く付き合っていない」の割合が 41.4%となっています。 

地域の繋がりにおいては、同じ津久見市内においても、地区別で大きな違いがみられ、地区によ

る地域活動の参加状況など、つながりの希薄化が課題として浮き彫りになりました。 

また、民生委員・児童委員、主任児童委員調査において、地域の中で支援が必要と思われる方に

ついて、「ひとり暮らしの高齢者」と回答した割合が最も高く、誰もが安心して暮らしていくため

に、地域で特に重要だと思うことについても「見守りや安否確認」が最も高くなっており、地域の

支え合いがキーワードとなります。 

さらに、令和 6年１月１日に発生した能登半島地震では、人口減少の中で、マンパワー不足など

の課題が挙げられており、改めて地域で助け合う「共助」の取り組みの必要性が再認識されていま

す。 

 

課題３ 地域福祉を支える基盤強化 
生活のしづらさや悩みごと、心配ごとなどに対応する福祉の相談窓口は、行政だけでなく民間の

団体や事業所など、様々なものがあります。 

民生委員・児童委員、主任児童委員調査において、地域福祉活動を推進していくうえで、津久見

市に期待することについて、「住民に向けた地域福祉活動の啓発」、「活動上の相談体制の充実」、「情

報収集・発信への支援」が上位に挙がっています。 

多くの福祉サービスは、利用者が必要なサービスを自ら選び、利用する仕組みとなっていること

から、情報提供・相談体制の充実とともに、サービス提供体制の基盤整備に努める必要があります。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の方向性 
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１ 基本理念 

第３期津久見市地域福祉計画の基本理念は、第５次津久見市総合計画の保健・医療・福祉分野の

基本目標である「健やかな暮らしを支え合う思いやりのまち」を基本理念とし、本市の地域福祉を

推進してきました。 

第４期津久見市地域福祉計画においても、第５次津久見市総合計画（2021改訂版）の「将来像」

のもと、統計資料調査結果、各種調査結果等から見えてきた地域の関係性の希薄化、担い手の減少

を踏まえ保健・医療・福祉分野の基本目標である「健やかな暮らしを支え合う思いやりのまち」を

基本理念として設定します。 

これからの地域福祉は、住民一人ひとりの努力「自助」、住民同士の相互扶助「互助」、介護保険

などの社会保険制度「共助」、自助・互助・共助では対応出来ない人（困窮等）に対して最終的に必

要な社会福祉制度「公助」の連携によって、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく地域共生社会の実現への取り組みが必要です。 

本計画では、基本理念の達成に向けて、「地域福祉を担う人づくり」、「支え合いの地域づくり」、

「福祉サービスが充実したまちづくり」の３つの基本目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

  

第４期津久見市地域福祉計画 

基本理念 

健やかな暮らしを支え合う思いやりのまち 
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２ 基本目標 

基本目標Ⅰ 地域福祉を担うひとづくり 

地域福祉の推進にあたっては、その担い手となる人材の確保・育成が欠かせないものとなります。

それぞれの専門的な知見・立場から活動を展開している福祉人材のさらなる育成を進めるとともに、

地域への関心を高め、活動への参加を促進するための福祉教育を推進するなど、地域を支える人づ

くりに取り組みます。 

 

基本目標Ⅱ 支え合いの地域づくり 

ボランティア活動や協働の取り組みが持続的に展開できるような支援や、交流の促進に向けた取

り組みを進めます。 

地域福祉を推進するには、地域課題を身近なものとしてとらえ、地域で支え合える関係性を構築

することが不可欠です。近年の地域の関係性の希薄化も踏まえ、地域組織の活動支援、担い手の確

保・育成のため、様々な交流機会の提供を図ります。 

また、日頃からのつながりを育むことは防災や防犯に向けて重要であるという視点から、防災活

動や防犯活動を推進します。 

 

基本目標Ⅲ 福祉サービスが充実したまちづくり 

適切な福祉サービスが受けられるよう効果的かつ効率的な情報発信に努めます。 

誰もが地域で安心して暮らすことができるように、福祉サービスの提供体制の強化に努めるとと

もに、障がいのある人や高齢者だけでなく、あらゆる人の社会参加を困難にしているすべての分野

におけるバリアフリー化やユニバーサルデザインの視点を取り入れたまちづくりを進めます。 

 

  



 

- 27 - 

基本目標Ⅱ 支え合いの地域づくり                    

３ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健
や
か
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暮
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ま
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基本目標Ⅰ 地域福祉を担うひとづくり                 

（１）福祉教育の推進 

（２）福祉人材の育成 

（３）健康・生きがいづくりの推進 

（１）ボランティア活動等の促進 

（２）交流・ふれあいの場の創出 

（３）防災活動の推進 

（４）防犯活動の推進 

 (再犯防止推進計画) 

基本目標Ⅲ 福祉サービスが充実したまちづくり            

（１）情報提供の充実 

（２）相談体制の充実 

（３）福祉サービスの推進 

（４）バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 地域福祉計画 
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１ 基本目標Ⅰ 地域福祉を担うひとづくり 

 

S D G s 

関連分野                                                                           

（１）福祉教育の推進 

  現状課題   

本市ではこれまで、福祉教育の一環として、社会福祉協議会が要請のあった学校を対象として福

祉体験学習を実施しています。また、高校生などの若い世代による高齢者の団体活動支援等を行っ

ています。 

住民意識調査結果より、市民の福祉への関心度は、全体でみると「ある程度の関心がある」が

60.7％、「とても関心がある」が 24.5％、「あまり関心がない」が 12.9％となっています。年齢

別でみると、若い世代の関心度が薄れていることから、子どものうちから福祉への関心を促すため

にも、児童・生徒に対する継続的な福祉教育の充実が必要です。 

図表 福祉への関心度（年齢別） 

 

 
 

 

  施策の方向性   

「福祉のこころ」を育むため、子どもの頃から気軽に参加してもらえるような福祉教育 

 

  施策の方向性   

多様性を認め合い「ともに生きる力」 を育むため、子どもの頃から気軽に参加してもらえるよ

うな福祉教育の機会拡充に努め、豊かな福祉観を持つことを目指します。 

 

具体的取組 具体的取組 

取り組み名称 取り組みの内容 

学校への出前講

座 

地域福祉を「我が事」として認識してもらうため、小学校・中学校を対象

に、出前講座を実施します。 

ボランティア協

力校の推進 
福祉教育の一環としてボランティア協力校の活動を推進します。 

 

  

24.5 

15.7 

19.0 

29.6 

60.7 

52.9 

68.7 

57.1 

12.9 

28.6 

10.5 

12.2 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

とても関心がある ある程度の関心がある あまり関心がない 全く関心がない 無回答

(％)
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（２）福祉人材の育成 

  現状課題   

地域福祉を推進する上で、地域を支える担い手の活動は重要であり、地域住民にとっても安心し

て暮らしていくためには欠かすことのできない活動となっています。 

地域福祉の推進にあたっては、住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な支援

やサービスへの「つなぎ役」となる民生委員・児童委員の役割が非常に重要になりますが、全国的

にみても民生委員・児童委員のなり手が不足している状況にあります。 

民生委員・児童委員、主任児童委員調査結果より、活動の中で現在困っていることについて「民

生委員・児童委員のメンバーが高齢化してきている」と回答した割合が最も高く、担い手不足も問

題となっており、担い手の活動に対する支援体制づくりが必要です。 

図表 活動の中で、現在困っていること【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.0 

6.3 

12.5 

0.0 

75.0 

25.0 

18.8 

31.3 

18.8 

6.3 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

18.8 

6.3 

12.5 

31.3 

37.5 

31.3 

6.3 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

地域の付き合いが薄くなっている

家族の理解がない

民生委員・児童委員のメンバーが定着しない

民生委員・児童委員のメンバーに世代・男女のかたよりがある

民生委員・児童委員のメンバーが高齢化してきている

若い人が興味を持ちやすい活動ができていない

若い人が参加しやすい活動ができていない

民生委員・児童委員が仕事等で忙しく、活動が思うようにできない

リーダー育成が難しい

行政からの依頼が多く、自発的な活動が思うようにできない

他のグループや団体と交流する機会が少ない

行政の理解や支援が足りない

社会福祉協議会の理解や支援が足りない

会議や活動の場所の確保に苦労する

活動資金が足りない

活動に必要な情報や専門知識が不足している

活動が平常化しており、新たな活動や取り組みができない

支援を必要とする人の要求、希望に応えられない場合がある

支援を必要とする人などの情報が得にくい

市民に情報提供する場や機会が少ない

外部からの問い合わせや相談をいつでも受ける体制がない

その他

特にない
全体（n=16）

（％）
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  施策の方向性   

地域福祉を推進し、地域共生社会を実現していくためには、地域福祉活動に取り組む担い手の育

成・確保が欠かせないことから、既存の担い手の抱える課題・問題の把握や、その解決に向けた取

組を支援します。 

また、活動に参加するきっかけとなるような働きかけを進め、活動の中核となるリーダー育成に

取り組みます。 

 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

民生委員・児童委

員、介護予防推進

員の活動支援 

区長会と連携し、民生委員・児童委員、介護予防推進員が地域で活動しやす

い環境づくりに努めるとともに、相談活動の充実強化を目指します。 

民生委員・児童委員、介護予防推進員の地域活動について周知・啓発を進

め、地域住民への理解と協力を促します。 

公民館主催教室 
公民館主催教室において地域における社会教育の実践者を育成するなど人

材育成を進めます。 

各種支援サポー

ター養成講座の

開催 

介護人材の確保、認知症サポーター養成講座、ゲートキーパー養成研修な

ど、福祉人材の育成に努めます。 
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（３）健康・生きがいづくりの推進 

  現状課題   

住民意識調査結果より、日常生活の悩みや不安を感じていることについて「自分や家族の健康の

こと」、「自分や家族の老後のこと」、「介護の問題」、「経済的な問題」があげられています。 

健康・生きがいづくりの推進にあたっては、若い頃から健康づくりに取り組むとともに、高齢に

なっても体を動かす習慣を持つなど、健康への意識向上や、生きがいをもって地域で活躍できる取

り組みが必要です。 

図表 日常生活の悩みや不安を感じていること 

 

全体でみると、「自分や家族の健康のこと」が 60.6％、「自分や家族の老後のこと」が  60.6 

56.1 

35.8 

33.2 

24.4 

14.2 

8.3 

7.8 

7.4 

5.4 

4.0 

1.9 

1.6 

10.4 

1.0 

0 20 40 60 80 100

自分や家族の健康のこと

自分や家族の老後のこと

介護の問題

経済的な問題

災害時の備えに関すること

住宅のこと

子育てや教育に関すること

仕事上の問題

生きがいに関すること

隣近所との関係

地域の犯罪・治安

人権問題(差別や偏見)に関すること

その他

特にない

無回答
全体(n=829)

(％)
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  施策の方向性   

市民一人ひとりが生涯を通じて、健康で豊かな日々の暮らしを送ることができるよう健康づく

りに努めます。また、地域住民による声かけや見守り活動による地域ぐるみの健康づくりを推進し

ます。 
 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

健康づくりボラ

ンティアの養成 

介護予防の普及と啓発に努めるとともに、体操・栄養教室等の推進を図りま

す。 

こころの健康づ

くり 

悩み事を抱える人に語りかけ相手の話を傾聴する「ゲートキーパー」を養成

し、市民の心の健康を保ちます。 

生きがいづくり

の推進 
シルバー人材センター等への支援により、高齢者の雇用促進を図ります。 

障がい者の社会

参加の促進 

障がい者の雇用につながるよう、企業のニーズを把握しながら、幅広い職種

への対応ができるよう就労移行支援事業所による訓練を促進します。 
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２ 基本目標Ⅱ 支え合いの地域づくり 

 

S D G s 

関連分野                                                                           
 

（１）ボランティア活動等の促進 

  現状課題   

住民意識調査結果より、地域活動・ボランティア活動の参加の有無について全体でみると、約 4

割が参加している状況にあります。 

地域活動・ボランティア活動の参加状況を年齢別にみると、40歳未満の参加割合は 2割から３

割程度ですが、65歳以上は４割を超えています。 

今後、地域活動・ボランティア活動にどの程度取り組みたいかについて、年齢に関係なく 5割程

度の方が取り組みたいとしていることから、地域活動やボランティア活動の実施方法等の検討、仕

事と地域活動の両立を図るなど、若い世代をいかに取り込んでいくかが課題となります。 

図表 地域活動・ボランティア活動の参加の有無（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図表 今後、地域活動やボランティア活動等にどの程度取り組みたいか（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.0 

4.3 

9.9 

16.3 

23.4 

17.1 

21.8 

25.5 

30.5 

27.1 

32.0 

30.5 

26.5 

42.9 

30.3 

21.6 

4.2 

8.6 

5.1 

3.1 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

現在、継続的に取り組んでいる たまに取り組むことがある 現在はほとんど取り組んでいない

取り組んだことはない わからない その他

無回答
(％)

4.7 

4.3 

3.4 

5.7 

48.1 

50.0 

45.6 

49.7 

23.0 

27.1 

29.9 

18.3 

21.7 

18.6 

19.4 

23.5 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

積極的に取り組みたい できるだけ取り組みたい あまり取り組みたくない

取り組むことができない 無回答

(％)
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 施策の方向性  

市民の積極的な地域活動に対して支援を行いつつ、ボランティア活動の充実・支援を行うととも

に協働の推進を図ることにより、地域活動の活性化に努めます。 

 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

ボランティア活

動への支援 

地域活動団体が行う公益的な社会貢献活動を支援します。 

地域活動の支援により、活動の裾野を広げていきます。  

ボランティアの

育成支援 

様々な知識や経験を持った人材の発掘を行い、地域で活躍する人を支援し

ます。 

また、ボランティア協力校の活動を推進します。 

社会福祉協議会

との連携 

ボランティア活動に関する相談体制を充実させるとともに、情報提供や啓

発を行い、ボランティア活動に参加しやすい環境をつくります。 
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（２）交流・ふれあいの場の創出 

  現状課題   

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、住民同士の交流の場や情報共有の場が制限されたこ

とによる地域意識の低下や住民関係の希薄化が課題として挙げられています。 

住民意識調査結果より、地域との付き合いについて、若い世代では約 4割が「ほとんどもしくは

全く付き合っていない」と回答しており、若い世代を中心とした住民関係の希薄化がみられます。 

誰もが安心して暮らすために、身近な地域に「あったらいいな」と思うものについて、「誰もが

安心して出かけられる施設やしくみ（買い物や通院への支援など）」、「地域の誰もが気軽に立ち寄

って交流する場所」、「子どもや高齢者、障がい者などを、地域みんなで見守り支え合うしくみ」が

上位に挙げられており、交流・ふれあいの場の創出が必要です。 

 

図表 地域との付き合いの程度(年齢別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 誰もが安心して暮らすために、身近な地域に「あったらいいな」と思うものは 

 

 

 

 

 

  

62.7 

43.1 

39.2 

29.0 

28.8 

1.2 

5.9 

0 20 40 60 80 100

誰もが安心して出かけられる施設やしくみ（買い物

や通院への支援など）

地域の誰もが気軽に立ち寄って交流する場所

子どもや高齢者、障がい者などを、地域みんなで

見守り支え合うしくみ

自分の意欲や能力、空き時間などに応じて働ける

場所や機会

育児の不安を気軽に相談でき、子どもを一時的に

預かってくれるしくみ

その他

無回答 全体(n=829)

(％)

36.1 

14.3 

27.6 

45.1 

45.6 

42.9 

48.3 

44.2 

15.0 

41.4 

22.4 

6.3 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

家族同様に付き合っている わりと親しく付き合っている
付き合いはあるが、それほど親しくない ほとんどもしくは全く付き合っていない
無回答

(％)
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  施策の方向性   

日頃から交流することができるよう、地域の集いの場や活動、イベント等の機会及び情報を提供

するなど、市民の交流や地域への参加を促進します。 

 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

自治会への加入促

進 

自治会を通じて地域で活動する福祉団体を支援し、自治区への加入促進を

行います。 

盛人クラブや子ど

も会の活動支援 

盛人クラブや子ども会のイベントや活動支援、情報提供を通じて、活動の

活性化を図ります。 

子育て世代への支

援 

地域でのふれあい活動や地域子育て支援センター事業をはじめとする各

種事業の拡充を図ります。 

障がい者に対する

支援 

市の広報誌やホームページなどを活用し、「障がい」や「障がいのある人」

に関する理解を深めるための広報活動や情報提供を行います。 

大分県や社会福祉協議会と連携して、障がいのある人やその支援団体と交

流する機会を設定するよう努めます。 

地域サロン活動の

支援 

社会福祉協議会等と連携し、地区社協やサロン活動等を活用し、子どもか

ら高齢者まで、多くの世代が気軽に楽しめる交流の機会づくりに努めます。 

公民館活動への支

援 

地区の公民館や集会施設などを地域の交流や学習の場として活用してい

きます。 

公共施設の活用 
既存の公共施設や学校、地域資源の利用方法や制限の見直し、改修等によ

り、幅広い世代が利用できる地域の活動拠点の充実を図ります。 

活動費の助成 各種助成金を活用し、活動費の助成を行います。 
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（３）防災活動の推進 

  現状課題   

近年、地震や台風、大雨などの大規模な自然災害が数多く発生しています。また、本市では南海

トラフ地震の発生も危惧されており、地域での支え合いの必要性や日常的なつながり、災害時の安

否確認、避難支援体制の強化が求められています。 

本市も、平成 29年台風第 18号により甚大な被害を受け、災害時に要配慮者とされる高齢者・

障がいのある人、妊産婦等の支援を要する方々の対応について、行政だけでなく地域社会による主

体的な防災対策・支援の体制整備の必要性を痛感しました。 

住民意識調査結果より、災害時の避難場所の認知度について、約 8 割が避難場所を知っている

ものの、災害発生時に、一人で避難することができるかについて、全体で約 5割の方が「できない

（「できないと思う」＋「わからない」）」と回答しています。 

また、自治会の防災活動など、自主防災組織が行う防災訓練などに参加の有無について、「参加

したことがある」と回答した方は全体の約 5 割となっており、市内中心部において参加割合が低

くなっています。 

住民同士のつながりの希薄化も進んでいることから、日頃から地域防災について話し合う機会

を設け、防災訓練などへの参加や啓発を促すことが重要です。 

 

津久見市が定めている災害時の避難場所（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

86.2 

87.7 

86.6 

82.4 

92.1 

88.3 

83.3 

11.7 

12.3 

11.8 

15.0 

7.9 

6.5 

12.5 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

知っている 知らない 無回答

(％)
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図表 災害発生時に、一人で避難することができますか（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 自治会の防災活動など、自主防災組織が行う防災訓練などに参加しているか（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.7 

48.2 

47.0 

45.5 

57.4 

50.6 

66.7 

21.8 

19.3 

23.0 

23.0 

23.8 

19.5 

16.7 

27.4 

32.5 

27.8 

29.4 

18.8 

26.0 

12.5 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

できると思う できないと思う わからない 無回答

(％)

49.6 

53.5 

33.5 

50.8 

80.2 

68.8 

54.2 

25.7 

23.7 

34.5 

25.1 

11.9 

15.6 

16.7 

19.4 

20.2 

27.8 

19.3 

5.0 

5.2 

4.2 

9.1 

12.5 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

千怒地区（n=114）

津久見地区（n=313）

青江地区（n=187）

堅徳・長目地区（n=101）

日代・四浦地区（n=77）

保戸島・無垢島地区（n=24）

自主防災組織の活動に参加したことがある

自主防災組織はあるが、活動には参加したことはない

自主防災組織がない

自主防災組織があるのか知らない

無回答

(％)
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  施策の方向性   

｢津久見市地域防災計画｣に基づき、地域において相互に助け合える地域支え合いネットワーク

の形成を推進し、地域の防災力の向上に努めます。 

また、安全・安心な暮らしの確保に向けて地域ぐるみの防災活動を推進する中で、地域の連携強

化に努め、有事における被害軽減を図ります。 
 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

防災知識の普及・

啓発、情報提供 

災害時に適切な行動ができるよう、防災訓練や出前講座などを開催し、多く

の市民へ啓発活動を行います。 

災害発生に備え、複数の情報伝達手段を整備し、確実に市民に正確な情報を

提供する環境を整えます。 

自主防災組織の

育成・支援 

災害時に、地域住民が相互に協力し、消火・救出救護、避難誘導活動を行う

ことができるよう、自主防災組織の育成を進めるとともに、必要に応じて支援

します。 

避難行動要支援

者名簿の管理 

自主防災組織等と連携し、避難行動要支援者への個別避難計画の作成を行

います。 

また、定期的に更新を行い、避難行動要支援者名簿の適正な管理を行いま

す。 

避難所の整備 

避難所用緊急物資の整備を図ります。 

一般の避難所で共同生活が困難な要配慮者が安心して避難生活ができるよ

う福祉避難所の拡充を図ります。 

関係機関との連

携 

災害時に不足する人的・物的資源の支援を要請するため、関係機関や⺠間企

業・事業所・団体との協定を締結し、連携の構築を図ります。 
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（４）防犯活動の推進 

  現状課題   

本市はこれまで、民生委員・児童委員や介護予防推進員等の協力により、地域で高齢者の見守り

体制の構築を図っています。 

防犯面においても、特に配慮が必要な高齢者や障がいのある人、子どもが安全安心に暮らすこと

ができるようにするためには、地域住民の見守りと気軽に相談できる地域づくりを推進するとと

もに、それぞれの年齢に合った犯罪被害の防止に係る教育や意識の啓発に取り組む必要がありま

す。  

近年、手口が巧妙化している特殊詐欺等についても未然防止・拡大防止を図るため、高齢者や地

域住民などへの各種講座の実施や地域の支援者・民間の支援事業者等への周知活動、情報提供等を

行うことが必要です。 

 

  施策の方向性   

地域での見守り活動を推進するとともに、防犯対策では配慮が必要な高齢者や障がいのある人、

子どもが安心して暮らすことができるよう、日頃からの付き合いと情報の共有によって地域の防

犯力の向上を図ります。 

また、青少年が犯罪に巻き込まれないように、地域ぐるみでの健全育成に努めます。 
 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

情報提供 
特殊詐欺等の手口や被害についての情報提供や、被害の予防意識の啓発に

努めます。また、出前講座等において知識の普及啓発に努めます。 

自主防犯組織へ

の支援 

安心して暮らせる地域づくりを推進するため、地域における見守り活動の

推進を図ります。 

つくみん安心見守りネットワークの推進を図ります。 

青少年の健全育

成 

地域ぐるみの健全育成事業や、街頭指導など、青少年が心身ともに健やかに

育つ地域環境の整備に努めます。 

再犯防止・更生保

護活動の広報及

び啓発活動 

再犯防止や更生保護活動に関する情報を「社会を明るくする運動」などを通

じて広く市民に周知します。 

更生保護活動支

援 
保護司会や更生保護女性会等の活動を支援します。 

関係機関との連

携 

大分県消費生活・男女共同参画プラザと連携し、対応の充実に努めます。警

察や防犯協会等と連携し、防犯情報の共有を図ります。 
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３ 基本目標Ⅲ 福祉サービスが充実したまちづくり 

 

S D G s 

関連分野  

 
   

                                                                          

（１）情報提供の充実 

  現状課題   

本市では、これまで地域福祉への理解と啓発を目的として、様々なイベントや講演会等を通じて

情報発信を実施してきましたが、近年は新型コロナウイルス感染症拡大等により、各種活動の中止

や規模縮小など活動自粛を余儀なくされました。 

住民意識調査結果より、福祉に関する情報が必要なときに、すぐにその情報が手に入るかについ

て、全体でみると「どちらともいえない」、「なかなか手に入らないと思う」、「わからない」と続い

ています。 

市民の福祉情報の収集媒体としては、全体でみると「市報つくみ」と回答した割合が最も高く、

「自治会の回覧板」、「テレビ・ラジオ・新聞」と続いています。 

また、「市のホームページや SNS」については、若い世代を中心に一定の効果がみられ、情報発

信の取り組みにあたっては対象者ごとの情報提供手段の検討が必要です。 

 

図表 福祉に関する情報が必要なときに、すぐにその情報が手に入るか（年齢別） 

 

 

 

 

  
11.0 

7.1 

10.5 

12.0 

25.6 

25.7 

26.9 

24.8 

36.1 

35.7 

40.1 

34.0 

4.3 

22.7 

27.1 

21.8 

22.2 

4.0 

6.8 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

すぐ手に入ると思う なかなか手に入らないと思う
どちらともいえない 特に必要ない
わからない 無回答

(％)



 

- 43 - 

図表 福祉情報の収集媒体（年齢別） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

資料：町民意識調査結果  

68.0 

14.4 

12.3 

16.9 

13.5 

24.8 

7.8 

7.1 

13.6 

7.6 

1.8 

1.0 

0.8 

0.6 

3.7 

58.6 

8.6 

32.9 

5.7 

4.3 

15.7 

2.9 

0.0 

4.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

69.0 

15.3 

19.0 

12.9 

14.6 

23.8 

9.5 

11.2 

17.3 

3.4 

2.0 

0.7 

0.7 

1.0 

0.3 

69.1 

14.8 

5.0 

21.4 

14.4 

27.0 

7.4 

5.7 

12.6 

11.5 

2.0 

1.3 

1.1 

0.4 

5.9 

0 20 40 60 80 100

市報つくみ

市役所の窓口

市のホームページやSNS

テレビ・ラジオ・新聞

社会福祉協議会の広報・窓口

自治会の回覧板

医療機関や薬局

介護支援専門員

福祉サービス事業所または職員

民生委員・児童委員

在宅介護支援センター

保健所

障がい者相談支援事業所

NPOやその他の民間団体

無回答

全体(n=829)

18～39歳(n=70)

40～64歳(n=294)

65歳以上(n=459)

(％)
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  施策の方向性   

地域福祉をはじめ、様々な分野に関する情報発信に取り組みつつ、必要とする人へ確実に情報が

届くよう、情報提供の充実に努めます。 

 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

福祉情報の発信

強化 

広報、HP、SNS(Facebook,LINE)等の様々な情報媒体を利用し、福祉サービス

に関する情報をわかりやすく伝えるとともに、各種情報提供ツールについて、

利用対象者を意識したコンテンツを検討します。 

パンフレットの 

作成 
福祉に関するパンフレットを作成し、福祉サービスの周知に努めます。 
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（２）相談体制の充実 

  現状課題   

本市ではこれまで、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、地域の

支え合いの仕組みである「地域包括ケアシステム」の構築を行ってきました。 

住民意識調査結果より、不安や悩みの相談先としては「家族・親族」、「友人・知人」が多く、公

的な機関への相談は少ない状況ですが、今後は、高齢者や障がいのある人、子育て中の世帯、生活

困窮者など、様々な地域課題が増加することが予想されます。 

また、従来の福祉制度やサービスの狭間となる人は、課題の発見が遅れる可能性が高いことから、

早期の発見により問題が重症化しないよう相談体制の整備が必要です。 

 

図表 生活上の問題で相談や助けが必要になったとき、誰に手助けを頼みたいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：町民意識調査結果【今回調査(令和 4年実施)、前回調査(平成 29年実施)】  

89.0 

50.7 

23.4 

12.9 

11.9 

9.0 

8.8 

8.6 

8.3 

6.2 

3.9 

3.9 

2.2 

2.1 

1.3 

1.0 

1.0 

0.8 

0.4 

1.0 

0.8 

0 20 40 60 80 100

家族・親族

友人・知人

市役所の相談窓口

医師・看護師等（医療従事者）

社会福祉協議会

同じ問題や悩みをもつ仲間

自分自身で解決する

地域包括支援センター

町内会や近所の人

民生委員・児童委員

ケアマネジャー

警察署、消防署

シルバー人材センター

ホームヘルパー

社会福祉法人等の民間福祉団体

ボランティア、ＮＰＯ法人

民間の事業者

保健所

障害者基幹相談支援センター

その他

無回答

全体(n=829)

(％)
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  施策の方向性  

市民の抱える悩みや不安について気軽に相談できるよう、相談できる機関や窓口の情報を一体

的に周知するとともに、各種相談員の質の向上を図り、さまざまな相談を受け止めて適切な支援に

つなぐ「断らない相談支援体制」の構築を推進します。 

 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

情報発信 各種福祉サービスに関する情報や相談窓口に関する周知を図ります。 

早期対応 

地域における多様な団体や組織、民間等とのネットワークの輪を広げ、様々

な課題を抱える住民に早期に対応できる体制づくりの充実を図っていきま

す。 

分野を問わない

相談支援の充実 

誰もが必要な支援を受けられるよう、分野を問わない相談体制の整備を図

ります。 

個別分野におけ

る相談支援の強

化と連携 

高齢・障がい・子ども等の各分野における専門的な相談支援体制の充実を図

るとともに、必要に応じて多分野が連携した総合的な支援につなげられる仕

組みづくりを推進します。 
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（３）福祉サービスの推進 

  現状課題   

市の一人ひとりが住み慣れた地域で、安心して自分らしく生活していくためには、地域で福祉サ

ービスを必要とする人が必要なサービスを受けることができるような体制の整備が求められます。  

本市では、「高齢者」「障がい者」「子育て」等それぞれの個別計画において、サービス内容の充

実や質、量の確保に努めています。  

少子高齢化や家族形態の変化が進む中、福祉ニーズは多様化しており、今後も、誰もが安心して

質の高い福祉サービスを利用できるようにしておく必要があります。 

住民意識調査結果から、津久見市の福祉施策（サービス）について全体でみると、「わからない」、

「まあまあ充実している」と続いています。 

また、福祉サービスを充実させていくうえで、行政と地域住民の関係について、「福祉に関する

課題については、行政も住民も協力し合い共に取り組むべきである」、「まず家庭や地域で助け合い、

できない場合に行政が援助すべきである」と続いています。 

福祉サービスは種類が多いため、利用者が必要とするサービスを選択するためには、効果的な情

報提供についても必要になっています。  

一方で、福祉サービスを利用する方の、日常生活の悩みなど福祉サービス以外の課題についても、

地域住民や関係機関が連携して解決していくという意識を持つことも必要になっています。 

 

図表 津久見市の福祉施策（サービス）について（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※四捨五入による有効数字の関係上、単数回答であっても合計値が 100％にならな
い場合があります。 

 

  

3.0 

2.9 

2.0 

3.7 

31.1 

24.3 

26.5 

35.3 

14.4 

15.7 

17.7 

12.2 

5.2 

4.3 

7.5 

3.9 

44.1 

52.9 

45.2 

42.3 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

18～39歳（n=70）

40～64歳（n=294）

65歳以上（n=459）

とても充実している まあまあ充実している あまり充実していない

充実していない わからない 無回答

(％)
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図表 社会福祉サービスを充実させていくうえで、行政と地域住民の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  施策の方向性   

多様化する市民ニーズに応じた、多様な福祉サービスを提供することによって福祉の向上を図

るとともに、本市に「住んで良かった」「住み続けたい」と思ってもらえるよう、福祉サービスの

充実を図ります。 

 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

子育て支援 

妊娠期から子育て期の切れ目のない支援体制を整え、安心して妊娠・出産及

び子育てできるよう支援します。 

子どもが健やかに成長するため、乳幼児健診や相談会を実施し、一人ひとり

の乳幼児の発育や発達に応じた支援をするとともに、予防接種法等に基づい

た予防接種を実施します。 

子どもの成長にとって重要な乳幼児期における質の高い教育・保育の充実

に向けて、幼稚園や認定こども園等における教育・保育の提供とともに、小学

校就学前の子どもを育てる親が安心して仕事と子育てを両立できる環境整備

を進めます。 

すべての子育て家庭に対して、一時預かり事業やファミリー・サポート・セ

ンター事業、病児・病後児保育事業など、それぞれの状況に応じた支援を行い

ます。 

高齢者支援 

必要な介護サービスが受けられるよう、計画に位置づけた介護保険施設や

介護サービスの充実を図ります。 

見守りを必要とする高齢者等に対して、生活支援や安否の確認、緊急時の迅

速な対応を行い、高齢者が安心して日常生活を送ることができるよう支援し

ます。 

障がい者支援 
障がいのある人の日常生活の便宜および生活の質の向上を目的とし、在宅

福祉サービスを提供します。 

  

45.4 23.8 11.8 

2.3 

0.6 

12.3 3.9 

0 20 40 60 80 100

全体(n=829)

福祉に関する課題については、行政も住民も協力し合い共に取り組むべきである
まず家庭や地域で助け合い、できない場合に行政が援助すべきである
まず行政が実施し、できない場合に住民が協力していくべきである
社会福祉を実施する責任は行政にあるので、住民は特に協力することはない
その他
わからない
無回答

(％)
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具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

生活困窮者支援 

社会福祉協議会と連携し、緊急に支援が必要な生活困窮者に対し、食糧や日

用品等の支給などの支援を行います。 

生活困窮者からの相談を受け付け、関係機関と連携し、生活保護受給や必要

な福祉サービスへつながる支援を行います。 

さまざまな困難

を持つ人への支

援 

生まれ育った環境によって子どもの現在及び将来が左右されることのない

よう学習する場を提供し、学習習慣を定着させ基礎的な支援を行います。 

住宅の確保に特に配慮を要する人に対する相談体制の整備を行います。ま

た、関係機関と連携し、住宅の確保に関わる情報提供や支援を行います。 
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（４）バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

  現状課題   

高齢者も障がいのある人も不自由なく外出ができ、それぞれの能力を活かしながら積極的に社

会参加できる環境をつくるため、公共施設のバリアフリー化やユニバーサルデザインの視点を取

り入れたまちづくりが求められています。 

本市では、ユニバーサルデザインの視点に立った、人にやさしいまちづくりを進めるため、歩

道の段差解消や点字ブロックの設置、公共施設のバリアフリー化に取り組んでいます。  

また、バリアフリーのまちづくりを進めるためには、ハード面の整備にとどまらず、市民一人

ひとりの理解と協力が必要です。地域の支え合いにより、高齢者や障がいのある人などの外出支

援の輪を広げ、全ての人にどこでも気軽に手助けできるよう「心のバリアフリー」に対する啓発

も併せて進めていく必要があります。 

 

  施策の方向性   

ユニバーサルデザインやバリアフリーの理念に基づいた道路や施設の整備、高齢者や障がいの

ある人に対する移動支援など、誰もが利用しやすく、やさしさにあふれたまちづくりを推進しま

す。 
 

具体的取組  

取り組み名称 取り組みの内容 

生活環境のバリ

アフリー・ユニバ

ーサルデザイン 

新たな道路、公共施設の整備の際は、ユニバーサルデザインの考え方に基づ

き、誰もが安心して、安全に利用できる施設整備を行います。 

また、既存施設については緊急性の高いものから改善に努めます。 

公共交通機関の

利便性の確保 

誰もが将来にわたり身近な場所で安心して暮らし続けることができる、便

利で優しく、まちづくりなどの分野と連携した持続可能な交通ネットワーク

の構築を目指します。 

ユニバーサルフ

ォントを使用し

た情報提供 

あらゆる立場の人が利用しやすいよう、ユニバーサルデザインを意識した

広報・情報提供に努めます。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 計画の推進にあたって 
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１ 計画の推進体制 

地域福祉を推進するためには、地域住民や団体、事業所、関係機関等と目的を共有し、積極的な

協働を進めることが必要です。また、地域福祉に関わる課題や問題は、福祉、保健、医療、教育、

市民活動、まちづくりなど、多岐にわたることから、地域福祉を推進する関係機関・団体等の役割

を踏まえ、相互に連携・協力の促進を図る必要があります。  

そのため、本計画を広く市民に周知するとともに、既存のネットワーク等の連携を図り、「制度の

狭間」や「複合的な課題」などにも対応できるよう、分野を超えた総合的・包括的な支援体制の強

化を図るなど、計画の推進体制の強化に努めます。 

 

２ 社会福祉協議会との連携 

津久見市社会福祉協議会では、事業の計画的かつ効果的な推進を図るために「津久見市地域福祉

活動計画」を策定し、市の施策の具体的な事業の推進を担うほか、社会福祉を目的とする事業の企

画と実施、普及、助成など、地域に密着しながら、地域福祉を推進するための様々な事業を行って

います。  

本計画の基本理念と基本目標を達成するため、津久見市社会福祉協議会と連携を図りながら、施

策の具体的な実施を進めていきます。 

 

３ 計画の進行管理 

この計画は、地域福祉全般に関わる理念や基本方針を定めた計画であり、推進に際しては、市民

をはじめ社会福祉関係団体や市の関係各部署が連携し、同一の方向性を持って進めていくことが必

要です。  

このため、市民や社会福祉関係団体と連携を図りながら計画の進捗状況や達成状況について把握

し、評価・検証を行うなど、協働による計画の実効性・実現性を目指すとともに、ＰＤＣＡサイク

ル（Plan：計画→Do：実行→Check：評価→Action：改善）の考え方に基づき、計画の進捗管理を

行います。 

 



 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
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１ 津久見市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

（平成 24年 8月 1日告示乙第 43号） 

 

（設置目的） 

第１条 社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 107条の規定に基づく津久見市地域福祉計画

を策定するため、津久見市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

(１)  地域福祉計画策定に向けた重要事項に関すること。 

(２)  他の福祉計画及び地域福祉計画の整合性、連携に関すること。 

(３)  その他計画策定のために必要なこと。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 医療・福祉・保健関係者 

(３) 住民組織団体等の代表者 

(４) 職域組織団体等の代表者 

 (５) 市職員 

(６) その他、市長が適当と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、第１条に定める設置目的を達成したときまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要に応じて委員会に関係者の出席を要請し、意見を求めることができる。 

（作業部会） 

第７条 必要な資料の収集、調査、その他各種の研究を行うため、委員会に作業部会を置くこ

とができる。 

２ 作業部会は、第 3条第 2項の各号に属する実務担当者及び委員長が特に認めた者で組織す

る。 

３ 作業部会には、部長 1名及び副部長 1名を置き、部会員の互選により定める。 
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４ 作業部会は、必要に応じて部長が招集する。 

（事務局） 

第８条 委員会及び作業部会の庶務は、福祉事務所において処理する。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

この告示は、平成２４年８月１日から施行する。 
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２ 津久見市地域福祉計画策定委員名簿 

 

【津久見市地域福祉計画策定委員名簿】 

No  氏  名 所 属 及 び 役 職 備  考 

1  金 田 雅 俊  津久見市医師会 会長 医 療・ 保健関 係 者 

2 ○ 原 尻 育 史 郎  津久見市商工会議所 専務理事 識見を有する者及び 

職 域団 体の代 表 者 3  岩 尾 恭 輔  津久見市小・中学校長会 会長 

4  成 松 親 善  津久見市区長会 会長 

住民組織団体の代表者 
5  伊 井 操  津久見市盛人クラブ連合会 会長 

6  下 田 憲 子  津久見市更生保護女性会 会長 

7  小 浦 順 子  津久見市食生活改善推進協議会 会長 

8  大 塚 好 裕  津久見市社会福祉協議会 会長  

9  山 添 義 昭  津久見市民生委員児童委員協議会 会長 

福 祉 関 係 者 

10  中 村 謙 助  津久見市身体障害者福祉協議会 会長 

11  小 野 﨑  宏  津久見市ボランティア連絡会 代表 

12  小 野 淳 哉  高齢者総合福祉施設 しおさい施設長 

13  髙 野 憲 太 郎  津久見市私立幼稚園協会 会長 

14  古 谷 和 足  津久見市保育協議会 会長 

16  後 藤 榮 一  津久見市 教育長 

市 職 員 

17 ◎ 石 堂 克 己  津久見市 総務課長 

18  今 泉 克 敏  津久見市 経営政策課長 

19  五十川ますみ  津久見市 市民生活課長 

20  中 島 義 則  津久見市 健康推進課長 

21  黒 枝 泰 浩  津久見市 長寿支援課長 

 

【事務局】 

No 氏  名 所 属 及 び 役 職 

1 吉 本 竜 太 郎  津久見市社会福祉課 課長 

2 矢 野 雄 樹     〃   地域共生推進班 主幹 

3 川 野 哲     〃   障がい支援班  主幹 

4 神 田 徳     〃   生活支援班   主幹 

5 髙 野 龍     〃   子育て支援班  主幹 

6 浦 中 隆 浩  津久見市社会福祉協議会 事務局長 

7 石 田 栄 二  津久見市社会福祉協議会 事務局次長 
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３ 計画の策定経過 

 

開催(実施)事項 

期日 
内 容 

意識調査の実施 

◆地域福祉等に関するアンケート調査  調査時期：令和５年 10月～11月 

◆津久見市福祉に関するアンケート調査 調査時期：令和５年 10月～11月 

第１回策定委員会 

令和５年 12月 21日 

協議事項 

（1）第 4期津久見市地域福祉計画の策定について 

（2）地域福祉を取り巻く現状について 

（3）アンケート調査結果概要 

（4）津久見市の抱える課題について 

（5）その他 

第２回策定委員会 

令和６年 2月９日 

協議事項 

（1）第 4期津久見市地域福祉計画(素案)について 

（2）その他 

第３回策定委員会 

令和６年 2月 29日 

協議事項 

（1）第 4期津久見市地域福祉計画(素案)について 

（2）その他 

パブリックコメントの実施 実施期間：令和６年３月８日～３月２１日 

 



 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４期津久見市地域福祉計画 
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